
第26回定時株主総会招集ご通知に際しての

イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

■ 新 株 予 約 権 等 の 状 況

■ 業務の適正を確保するための体制
及 び そ の 運 用 状 況 の 概 要

■ 連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

■ 連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表

■ 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

■ 計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

（平成30年１月１日から平成30年12月31日まで）

株式会社ベルパーク

第26回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類の
うち、新株予約権等の状況、業務の適正を確保するための体
制及びその運用状況の概要、連結計算書類の連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表並びに計算書類の株主資本等変
動計算書及び個別注記表につきましては、法令及び当社定款
第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ホームペー
ジ（http://www.bellpark.co.jp）に掲載することにより株
主の皆様に提供しております。

表紙



新株予約権等の状況

該当事項はありません。

業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の

業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は、以下のとおりであります。

（1）当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

①　コンプライアンスの確立に必要な知識と経験を有し、会社から独立した社外取締役を

引き続き選任する。

②　コンプライアンスの確立に必要な知識と経験を有し、会社から独立した社外監査役を

引き続き選任するとともに、監査役の監査環境の整備を図る。

③　重要な業務執行については、取締役会に引き続き付議又は報告するものとする。

④　独立した会計監査人による会計監査を引き続き実施し、会計の適正化を図る。

⑤　倫理規程及びコンプライアンス規程の遵守を当社役員及び使用人に徹底する。

⑥　コンプライアンス及びリスク管理に関する委員会の委員に社外弁護士を引き続き任

命する。

⑦　各部署にコンプライアンス担当者を配置し、コンプライアンスに関する施策の実施、

相談ラインの確保等に努める。

⑧　内部監査規程に基づき、法令遵守の観点から業務監査を行う。

⑨　業務執行部門から独立した部門である監査部による内部監査を引き続き実施する。

⑩　各取締役が法令又は定款に違反する事実を発見したときには、取締役会において当該

事実に関する報告を行わなければならないものとする。

⑪　必要に応じて、役員及び使用人に対する研修を実施する。

（2）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　文書管理規程に基づき、次の文書（電磁的記録を含む）について関連資料とともに同

規程に定める期間保存・管理する。

株主総会議事録　　　永久保存

取締役会議事録　　　１０年間保存

幹部会議事録　　　　１０年間保存

計算書類　　　　　　１０年間保存

稟議書　　　　　　　１０年間保存

②　前項に掲げる文書以外の文書についても、その重要度に応じて、保管期間、管理方法

等を同規程により定める。
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（3）当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　適切なリスク管理の確立に必要な知識と経験を有し、会社から独立した社外取締役を

引き続き選任する。

②　適切なリスク管理の確立に必要な知識と経験を有し、会社から独立した社外監査役を

引き続き選任するとともに、監査役の監査環境の整備を図る。

③　独立した会計監査人による会計監査を引き続き実施し、会計の適正化を図る。

④　倫理規程の遵守を当社役員及び使用人に徹底する。

⑤　コンプライアンス及びリスク管理に関する委員会の委員に社外弁護士を引き続き任

命する。

⑥　業務執行部門から独立した部門である監査部による内部監査を引き続き実施する。

⑦　各取締役が会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見したときには、取締役

会において当該事実に関する報告を行わなければならないものとする。

⑧　必要に応じて役員及び使用人に対する研修を実施する。

（4）当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制

①　当社の取締役会は、経営に関わる重要な事項の審議及び意思決定並びに経営全般に対

する監督を行う。

②　当社の取締役は、取締役会が定める組織規程及び職務権限規程に基づき、所管する業

務を執行する。

（5）当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

①　当社は、関係会社管理規程に基づき、当社子会社の経営成績その他の重要な事項につ

いて、当社へ定期的に報告を求める。

②　当社の取締役会は、関係会社管理規程に基づき、当社子会社の経営に関わる重要な事

項を審議及び意思決定する。

③　当社子会社の取締役は、当社子会社の社内規程に基づき、所管する業務を執行する。

④　当社は、経営理念及び企業行動指針に基づき、当社及び当社子会社のコンプライアン

ス体制の構築に努める。

⑤　当社子会社のコンプライアンス及びリスク管理に関する委員会の委員に社外弁護士

を引き続き任命する。

⑥　必要に応じて、当社子会社の役員及び使用人に対する研修を実施する。

⑦　当社の監査部は、当社子会社に対して定期又は臨時に業務監査を行う。

（6）当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用

人に関する事項

　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、取締役会

において監査役との意見交換を行い、必要に応じ、使用人を配置する。

－ 2 －

業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要



（7）監査役の職務を補助すべき使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の職務を補助すべき使用人については、取締役からの独立を確保するため、監

査役の指揮命令に服するものとし、その職務執行に関連して、人事評価、異動、懲戒等

において不利益な扱いがなされないものとする。

（8）当社及び当社子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役

への報告に関する体制

①　監査役は当社及び当社子会社の取締役会その他の重要な会議において、経営及び業務

上の重要な事項の報告を受けるものとする。

②　監査役が必要に応じ業務執行に関する事実の報告を求めたときは、当社及び当社子会

社の取締役は自ら報告し、又は使用人に報告させなければならないものとする。

③　当社及び当社子会社の取締役及び監査部の長は、法令若しくは定款に違反する事実又

は会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見したときは、その事実を監査役に

報告しなければならないものとする。

④　監査部の長は、監査役に対して当社及び当社子会社の内部監査結果を報告する。

（9）監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを

確保するための体制

　監査役へ上記（8）の報告をした当社の取締役及び使用人並びに当社子会社の役員及

び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止す

る。

（10）当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事

項

　当社は監査役がその職務の執行について必要な費用の前払い等の請求をしたときは、

速やかに当該費用又は債務を処理する。

（11）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　代表取締役は監査役と定期的な意見交換の場を設け、会社運営に関する意見の交換

のほか意思の疎通を図る。

②　当社は、効果的な監査業務の遂行のため、監査役と監査部との連携を図る。

（12）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその体制

①　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社は、市民社会の秩序又は安全に脅威を与える反社会的勢力と一切の関係を遮断

することを基本方針とする。

②　反社会的勢力排除に向けた整備状況

　リスク管理部を対応統括部署とし、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士、外

部専門会社等の外部専門機関と連携を深め、反社会的勢力への対応に関し、協力又は

支援を得ることとする。また、リスク管理部において、対応マニュアルの整備を進め

るとともに、役員及び使用人への周知徹底を図るため、適宜コンプライアンス研修を

実施する。

－ 3 －

業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要



２．当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下

のとおりであります。

（1）コンプライアンスに関する取り組み

　当社は、各部署にコンプライアンス担当者を配置し、各部署におけるリスク管理体制

の構築を行うとともに、リスクアセスメント会議の実施による部署間の迅速な情報共有

を行いました。また、内部通報制度の適切な運用により、問題の未然防止と解決に努め

ました。

（2）内部監査に関する取り組み

　当社の監査部は、内部監査規程に基づき、法令遵守の観点から当社及び当社子会社の

業務監査を実施いたしました。

（3）教育に関する取り組み

　当社は、使用人に対し、コンプライアンス及び個人情報保護等についての教育を実施

し、コンプライアンス及び個人情報管理の重要性を再確認するとともに法令及び定款の

遵守並びに個人情報漏洩の防止に努めました。また、取締役及び使用人に対して、経営

理念及び企業行動指針等を記載したクレドカードを配布し、周知徹底いたしました。

（4）職務執行の効率性の確保のための取り組み

　当社の取締役会は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取

締役会を開催し、当社及び当社子会社の経営に関わる重要な事項の審議及び意思決定並

びに経営全般に対する監督を行いました。

（5）監査役監査の実効性の確保のための取り組み

　当社の監査役は、取締役会に参加し、経営及び業務上の重要な事項の報告を受けると

ともに、当社の重要な会議に出席し、業務の執行状況を直接的に確認いたしました。ま

た、監査部や会計監査人等との情報・意見交換により緊密な連携を保つとともに、代表

取締役社長との定期的な意見交換会を実施し、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の

遂行を図りました。
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連結株主資本等変動計算書

（平成30年１月１日から
平成30年12月31日まで）

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 1,148,322 1,872,489 17,240,712 △610,779 19,650,745

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △436,134 △436,134

親会社株主に帰属する当
期純利益

2,115,466 2,115,466

自己株式の取得 △369 △369

株主資本以外の項目の当連結会計年
度変動額(純額)

-

当連結会計年度変動額合計 - - 1,679,332 △369 1,678,963

当連結会計年度末残高 1,148,322 1,872,489 18,920,044 △611,148 21,329,708

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証
券評価差額金

その他の包括
利益累計額合計

当連結会計年度期首残高 4,940 4,940 19,655,685

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △436,134

親会社株主に帰属する当
期純利益

2,115,466

自己株式の取得 △369

株主資本以外の項目の当連結会計年
度変動額(純額)

985 985 985

当連結会計年度変動額合計 985 985 1,679,948

当連結会計年度末残高 5,926 5,926 21,335,634

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の状況

  連結子会社の数　　　１社

  連結子会社の名称　　株式会社ベルパークネクスト

（2）主要な非連結子会社の名称等

  主要な非連結子会社

    株式会社ベルブライド

　　株式会社ビーラボ

（連結の範囲から除いた理由）

  非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、い

ずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社数

　該当事項はありません。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称等

　　株式会社ベルブライド

　　株式会社ビーラボ

（持分法を適用していない理由）

　持分法を適用していない非連結子会社は、小規模であり、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼして

いないためであります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① その他有価証券

時価のあるもの    決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの　　移動平均法による原価法
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　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融

商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）について

は、組合契約に規定される決算報告日に応じて、入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっておりま

す。

② たな卸資産

商　品………………月次総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

　当社及び連結子会社は定率法によっております。

　なお、建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物については、定額法によっております。主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び構築物　　　２年～34年

車両運搬具　　　　　２年～６年

工具、器具及び備品　２年～20年

② 無形固定資産

自社利用のソフトウェア……社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

（3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

② 賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき

額を計上しております。

③ 短期解約違約金損失引当金

　当社で加入申込受付をした携帯電話等契約者が短期解約をした場合に、当社と代理店

委託契約を締結している移動体通信事業者に対して返金すべき手数料の支払いに備え

るため、短期解約実績率により、短期解約に係る手数料の返金見込額を計上しておりま

す。
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（4）その他連結計算書類の作成のための重要な事項

① 退職給付に係る会計処理の方法

　当社グループが加入している複数事業主制度の企業年金基金制度では、自社の拠出に

対応する年金資産の金額を合理的に算定できないことから、確定拠出制度と同様の会計

処理を実施しております。

　なお、連結子会社は、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする簡

便法を適用しております。

（追加情報）

　当社グループは、平成30年５月１日に退職一時金制度を複数事業主制度の企業年金

基金制度へ移行いたしました。この移行に伴う会計処理については、「退職給付制度

間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号　平成28年12月16日改

正）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第２号　平成19年２月７日改正）を適用しております。

　本移行に伴い、当連結会計年度において「退職給付制度移行損失」として特別損失

に25,519千円を計上しております。

② のれんの償却方法及び償却期間

　投資の効果が発現する期間を見積り５年間にわたり均等償却する方法によって償却

しております。

③ 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（連結貸借対照表に関する注記）

有形固定資産の減価償却累計額 1,344,691千円

（連結損益計算書に関する注記）
減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上して

おります。

（単位：千円）

用途 場所 種類 減損損失

店舗 千葉県　1店舗 建物及び構築物等 10,027

店舗 東京都　6店舗 建物及び構築物等 58,824

店舗 大阪府　1店舗 建物及び構築物等 10,295

店舗 福岡県　1店舗 建物及び構築物等 16,315

店舗 熊本県　1店舗 建物及び構築物等 20,210

合計 115,674

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として継続的に収支の把握を行っ

ている管理会計上の区分（情報通信機器販売サービス事業は店舗、又は部門別）に基づきグル

ーピングしております。このうち営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなる店舗、又

は、当初想定していた収益を見込めなくなった店舗について帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（115,674千円）として特別損失に計上しております。

　なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、当該資産グループの正味売却価

額は売却が困難であるためゼロとしております。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普通株式 6,732,600株 －株 －株 6,732,600株

２．剰余金の配当に関する事項

（1）配当金支払額等

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成30年３月28日
定 時 株 主 総 会

普通株式 224,482 35 平成29年12月31日 平成30年３月29日

平成30年８月２日
取 締 役 会

普通株式 211,652 33 平成30年６月30日 平成30年９月11日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成31年３月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 237,306 37 平成30年12月31日 平成31年３月27日

３．当連結会計年度の末日における新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

－ 10 －

連結注記表



（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、短期的な運転資金は銀行借入により調達しており、デリバティブ取引は

行わない方針であります。余剰資金は安全性の高い金融資産で運用しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金並びに未収入金は、当該取引先の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、非上場株式及び投資事業有限責任組合への出資であり、市場価格の変動

リスク及び発行体の信用リスクに晒されております。

　長期貸付金は、主に関係会社に対するものであり、貸付先の信用リスクに晒されておりま

す。

　敷金は、店舗及び事務所の賃借に伴う敷金であり、これらは預託先の信用リスクに晒され

ております。

　営業債務である買掛金並びに未払金は、そのほとんどが２か月以内の支払期日であり、こ

れらは流動性リスクに晒されております。

　長期借入金は、主に今後の事業拡大に備えることを目的とした調達資金であります。当該

契約は固定金利を採用していることから支払利息の変動リスクはありません。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

① 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　為替及び金利の変動リスクについては、常時モニタリングしており、リスクの軽減に努

めております。

　上場株式については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、保有状況を継続的に

見直しております。

② 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権、長期貸付金及び敷金については、主要な取引先及び貸付先の状況を定期的に

モニタリングし、取引相手ごとに決済期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪

化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　非上場株式及び投資事業有限責任組合への出資については、定期的に発行体の財務状況

を把握し、保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　月次で資金繰計画を作成することにより、流動性リスクを管理しております。また、機

動的に資金を調達するため、取引銀行との間で当座貸越契約を締結しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる

ため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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（5）信用リスクの集中

　当連結会計年度の決算日現在における営業債権のうち78.1％が特定の大口取引先に対す

るものであります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成30年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含

めておりません（(注)２．をご参照ください）。

（単位：千円）

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

　①　現金及び預金 14,872,542 14,872,542 －

　②　売掛金 11,133,179 11,133,179 －

　③　未収入金 131,257 131,257 －

　④　長期貸付金 258,959 258,221 △738

　⑤　敷金 1,799,738 1,796,740 △2,997

資産計 28,195,677 28,191,941 △3,736

　①　買掛金 9,563,940 9,563,940 －

　②　未払金 471,486 471,486 －

　③　未払法人税等 453,336 453,336 －

　④　長期借入金 5,014,802 5,008,207 △6,594

負債計 15,503,565 15,496,971 △6,594

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（1）資産

① 現金及び預金　② 売掛金　③ 未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

④ 長期貸付金

　長期貸付金の時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指

標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑤ 敷金

　敷金の時価については、償還予定時期を見積り、国債の利回り等適切な指標による利率

で割り引いた現在価値により算定しております。
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（2）負債

① 買掛金　② 未払金　③ 未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

④ 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を当該借入金の残存期間及び信用リスク

等を加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　　（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

　非上場株式 10,000

　投資事業有限責任組合への出資 49,472

３．金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：千円)

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 14,872,542 － － －

売掛金 11,133,179 － － －

未収入金 131,257 － － －

長期貸付金 － 213,915 25,827 19,216

敷金 88,662 455,119 694,527 561,429

合計 26,225,641 669,035 720,355 580,645

４．長期借入金及びその他有利子負債の連結決算日後の返済予定額

（単位：千円)

１年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金 － 5,014,802 － －
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（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 3,326円57銭

１株当たり当期純利益 329円83銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

（平成30年１月１日から
平成30年12月31日まで）

　　（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
利益

準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 1,148,322 1,602,729 269,759 1,872,489 8,078 16,852,467 16,860,546 △610,779 19,270,578

当期変動額

剰余金の配当 △436,134 △436,134 △436,134

当期純利益 1,939,453 1,939,453 1,939,453

自己株式の取得 △369 △369

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

-

 当期変動額合計 - - - - - 1,503,319 1,503,319 △369 1,502,949

 当期末残高 1,148,322 1,602,729 269,759 1,872,489 8,078 18,355,787 18,363,865 △611,148 20,773,528

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価 差 額 金

評価・換算差
額 等 合 計

当期首残高 4,940 4,940 19,275,519

当期変動額

剰余金の配当 △436,134

当期純利益 1,939,453

自己株式の取得 △369

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

985 985 985

当期変動額合計 985 985 1,503,935

当期末残高 5,926 5,926 20,779,455

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項）

１．資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券

① 子会社株式…………移動平均法による原価法

② その他有価証券

時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融

商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）につい

ては、組合契約に規定される決算報告日に応じて、入手可能な最近

の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によってお

ります。

（2）たな卸資産

商　 品…………………月次総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定）

２．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

定率法によっております。

　なお、建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物は定額法によっております。主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　２年～34年

構築物　　　　　　　６年～20年

車両運搬具　　　　　２年～６年

工具、器具及び備品　２年～20年

（2）無形固定資産

自社利用のソフトウェア……社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。

の　れ　ん……………………投資の効果が発現する期間を見積り、５年にわたり、均等償

却する方法で償却しております。
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３．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

（2）賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計

上しております。

（3）短期解約違約金損失引当金

　当社で加入申込受付をした携帯電話等契約者が短期解約をした場合に、当社と代理店委

託契約を締結している移動体通信事業者に対して返金すべき手数料の支払いに備えるため、

短期解約実績率により、短期解約に係る手数料の返金見込額を計上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる事項

（1）退職給付に係る会計処理の方法

　当社が加入している複数事業主制度の企業年金基金制度では、自社の拠出に対応する年

金資産の金額を合理的に算定できないことから、確定拠出制度と同様の会計処理を実施し

ております。

　（追加情報）

　当社は、平成30年５月１日に退職一時金制度を複数事業主制度の企業年金基金制度へ移

行いたしました。この移行に伴う会計処理については、「退職給付制度間の移行等に関す

る会計処理」（企業会計基準適用指針第１号　平成28年12月16日改正）及び「退職給付制

度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第２号　平成19年２月

７日改正）を適用しております。

　本移行に伴い、当事業年度において「退職給付制度移行損失」として特別損失に25,386

千円を計上しております。

（2）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,262,205 千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　短期金銭債権

　長期金銭債権

　短期金銭債務

26,044 千円

190,000 千円

50 千円

３．保証債務

　子会社の株式会社ベルブライドの一部の店舗において、事業用賃貸借契約に関する連帯保証

をしております。

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引

営業取引以外の取引高 46,884 千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
の株式数

当事業年度増加
株式数

当事業年度減少
株式数

当事業年度末の
株式数

普通株式 318,825株 77株 －株 318,902株

(注) 自己株式数の増加は、単元未満株式の買取り77株による増加であります。
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（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

一括償却資産 10,086千円

未払事業税 31,909千円

商品評価損損金不算入額 3,783千円

賞与引当金損金不算入額 84,720千円

短期解約違約金損失引当金損金不算入額 2,489千円

長期未払金（役員退職慰労金）損金不算入額 7,921千円

会員権評価損損金不算入額 23,648千円

減損損失損金不算入額 80,447千円

資産除去債務 117,253千円

未払費用否認額 12,428千円

投資有価証券評価損損金不算入額 37,356千円

その他 36,238千円

繰延税金資産計 448,283千円

繰延税金負債

　資産除去債務に対応する資産 △47,415千円

　その他有価証券評価差額金 △2,615千円

繰延税金負債計 △50,031千円

繰延税金資産の純額 398,252千円

（関連当事者との取引に関する注記）

子会社

属性
会 社 等
の 名 称

所 在 地
資本金又は
出 資 金
（ 千 円 ）

事 業 の 内 容

議 決 権 等
の 所 有
（ 被 所 有 ）
割 合 （ % ）

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取 引 金 額
（ 千 円 ）

科 目
期 末 残 高
（ 千 円 ）

子会社
㈱ベルパーク
ネクスト

東 京 都
千 代 田 区

100,000
情報通信機器販
売サービス事業

（ 所 有 ）
直 接  1 0 0

業 務 受 託
役 員 の 兼 任

子会社の管理業
務 の 受 託

37,727 未収入金 3,344

（注）１．記載金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が

含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針

子会社の管理業務の取引条件については、協議の上決定しております。
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 3,239円86銭

１株当たり当期純利益 302円39銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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